
 

法 人 事 業 休 ・ 廃 業 申 立 書            

法人の事業を休・廃業したので、下記のとおり申し立てます。  

休 ・ 廃 業 年 月 日  

1.  

休・廃業に至った経緯  

     年  月  日  休・廃業  

  

  

2. 事 務 所 等 の 有 無  ａ．有   ｂ．無  

3. 従 業 員 の 有 無  ａ．有   ｂ．無  

4. 決 算 書 の 有 無  
ａ．有  ※有の場合決算書の写しを添付してください。  

ｂ．無  ※無の場合は経理の状況がわかるものを添付してください。 

5. 会 社 の 登 記  
ａ．そのまま  理由（                    ）ｂ．解散登記している

（ 解散日       年  月  日  ） 

6.  

 電 話水

道・ガス預

 金  

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無  

自 動 車不 

動 産  
  

有 ・ 無

有 ・ 無  
   

会社名義の物件の有無  

  

有の場合今後の予定等  
  

 

7. 国 税 へ の 届 出  ａ．有   ｂ．無  ※有の場合申告書の写しを添付してください。 

8. 県 税 へ の 届 出  ａ．有   ｂ．無  ※有の場合申立書の写しを添付してください。 

法人としての事業  

9.  

再 開 の 見 込 み  

ａ．有  ※有の場合具体的な見込み（             ）ｂ．無  ※無の場

合その理由（                ） 

10.  

 

代表者住所  
  

ＴＥＬ（    ）  －  代表者の現在の状況  

職 業 等  
（現在どのようにして

生計をたてているか） 

  

  

  
 

11. 今 後 の 連 絡 先  
〒  －  

      氏名           ＴＥＬ（    ）  －  

12. 関 与 税 理 士  
                     

ＴＥＬ（    ）  －  

注 1）本書類は、法人市民税の今後の課税の参考にするために提出していただくものであり、提出した

からといって申告・納税義務がなくなるわけではありません。また、申告書は毎年送付されます。  

注 2）会社名義の物件の有無で不動産が有の場合は、その所在地等を記入してください。  


